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平
成
17
年
度
の
一
般
会
計
は
、
下
半

期
中
に
７
回
の
補
正
が
行
わ
れ
、
補
正

額
は
11
億
３
４
１
５
万
円
と
な
り
ま
し

た
。 

　
そ
の
内
容
を
み
ま
す
と
、
給
与
改
定

等
に
よ
る
減
額
５
４
４
８
万
円
、
退
職

手
当
金
の
追
加
３
億
２
０
５
３
万
円
、

病
院
会
計
支
出
金
の
追
加
２
億
４
５
０

０
万
円
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
無
利
子
貸
付
繰
上
償

還
２
億
１
４
８
万
円
、
市
民
総
合
体
育

館
ア
ス
ベ
ス
ト
除
去
工
事
９
５
０
０
万

円
、
商
工
業
振
興
条
例
補
助
金
の
追
加

６
４
６
０
万
円
等
が
主
な
も
の
と
な
っ

て
い
ま
す
。 

　
こ
の
結
果
、
平
成
17
年
度
最
終
予
算

額
は
226
億
３
８
５
３
万
円
と
な
り
、
前

年
度
と
比
較
し
て
13
億
６
３
０
万
円
の

減
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

 A

歳
　
入 

　
予
算
額
に
対
す
る
収
入
済
額
は
、
193

億
６
２
６
８
万
円
で
収
入
率
は
85
・
５

％
で
す
。
構
成
比
率
は
、
市
税
が
最
も

大
き
く
32
・
６
％
で
、
こ
れ
に
続
い
て

地
方
交
付
税
16
・
６
％
、
諸
収
入
11
・

６
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

財政状況 

　市では、年２回財政状況を公表しています。 
　市税や国からの交付金などが、みなさんの生活に
どのように使われているのか、ご覧ください。 
　なお、今回の数値は平成18年３月31日現在のも
のですが、市の会計はその年度の会計を整理する期
間（出納整理期間）が５月31日まで設けられていま
すので、これが平成17年度の決算額とはなりません。 

一
般
会
計

 

31日現在） 

らせします 
一般会計 

収入済額　１９３億６,２６８万円　　収入率　８５.５%

支出済額　１９７億１,０１６万円　　執行率　８７.１%

予 算 額 

収入済額 

収 入 率 

予算額　２２６億３,８５３万円 

歳入 

歳出 

７３億７,４００万円 

７１億９,３４１万円 

９７.６%

３７億５,０００万円 

３８億３,２４６万円 

１０２.２%

２５億４,７４０万円 

１１億３,８１０万円 

４４.７%

２６億３,６９２万円 

２３億３,１６３万円 

８８.４%

１３億２,２８３万円 

８億１,８７５万円 

６１.９%

５億２,４１０万円 

３億３,５５８万円 

６４.０%

４４億８,３２８万円 

３７億１,２７５万円 

８２.８%

予 算 額 

支出済額 

執 行 率 

２６億３,６８２万円 

２４億２,２４２万円 

９１.９%

３２億２,８２０万円 

２４億９,１９０万円 

７７.２%

４６億１,６１３万円 

４１億７,３９１万円 

９０.４%

３６億９,８８９万円 

３５億６,７６５万円 

９６.５%

２８億４,４７３万円 

２１億５,７５３万円 

７５.８%

２２億７,６９６万円 

１８億８,７１０万円 

８２.９%

３３億３,６８０万円 

３０億 ９６５万円 

９０.２%

国庫支出金 県支出金 

その他 

商工費 総務費 

民生費 

土木費 
公債費 

教育費 
その他 

市　税 

地方交付税 

諸収入 市　債 
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 A

歳
　
出 

　
予
算
額
に
対
す
る
支
出
済
額
は
、
197

億
１
０
１
６
万
円
で
支
出
割
合
は
87
・

１
％
で
す
。
前
年
度
同
期
と
比
較
し
て

支
出
済
額
は
14
億
５
６
８
５
万
円
の
減

と
な
っ
て
い
ま
す
。 

   

　
特
別
会
計
で
は
下
半
期
中
に
２
つ
の

会
計
に
つ
い
て
補
正
が
行
わ
れ
、
最
終

予
算
額
は
116
億
６
３
０
１
万
円
と
な
り

ま
し
た
。 

　
予
算
額
に
対
す
る
収
入
済
額
は
89
億

３
５
８
９
万
円
で
収
入
率
が
76
・
６
％
、

支
出
済
額
は
96
億
１
０
１
７
万
円
で
執

行
率
は
82
・
４
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

    

　
平
成
17
年
度
は
、
税
制
の
改
正
等
に

よ
り
税
収
入
は
前
年
を
上
回
る
見
通
し

に
な
っ
て
い
ま
す
。
一
方
、
地
方
交
付

税
等
が
減
少
す
る
等
、
依
然
と
し
て
厳

し
い
状
況
に
お
か
れ
て
い
ま
す
。 

　
し
た
が
っ
て
、
今
後
と
も
行
政
経
費

の
徹
底
し
た
節
減
と
効
率
的
な
行
政
運

営
を
維
持
し
つ
つ
、
一
層
多
様
化
す
る

市
民
要
望
の
実
現
と
福
祉
の
向
上
に
努

め
て
い
き
ま
す
。 

特
別
会
計

 

計
画
行
政
で
健
全
な 

財
政
運
営
を 

平成17年度下半期（平成18年3月 

市の　　　　をお知 財政状況財政状況財政状況

企業会計 財産と借入れ 

特別会計 
会　計　名 予　算　額 収 入 済 額 収入率 支 出 済 額  執行率 

国民健康保険事業 
地域開発事業 
分収造林事業 
交通災害共済事業 
霊園事業 
老人保健事業 
温泉事業 
訪問看護事業 
合       計 

45億3,600万円 
14億1,490万円 

2,610万円 
4,570万円 
1,990万円 

55億5,551万円 
2,330万円 
4,160万円 

116億6,301万円 

35億4,348万円 
1億4,013万円 

622万円 
4,163万円 
3,462万円 

50億7,740万円 
2,906万円 
6,335万円 

89億3,589万円 

会　　計　　名 
収　　　入 支　　　出 

予算額 予算額 収入済額 支出済額 

岡谷病院事業 

塩嶺病院事業 

水道事業 

下水道事業 

収益的収支 
資本的収支 
収益的収支 
資本的収支 
収益的収支 
資本的収支 
収益的収支 
資本的収支 

44億2,996万円 
4億4,492万円 
43億2,810万円 
1億9,500万円 
9億9,164万円 

361万円 
18億5,959万円 
7億4,072万円 

43億3,614万円 
4億4,045万円 
38億3,776万円 
1億8,733万円 
9億9,629万円 

47万円 
18億3,914万円 
6億6,207万円 

44億2,996万円 
7億7,780万円 
43億2,810万円 
3億9,285万円 
9億8,190万円 
5億7,593万円 
18億5,180万円 
14億 923万円 

42億8,086万円 
7億6,287万円 
38億3,441万円 
3億6,290万円 
9億3,830万円 
5億3,240万円 
17億8,301万円 
13億5,040万円 

78.1% 
9.9% 
23.8% 
91.1% 
174.0% 
91.4% 
124.7% 
152.3% 
76.6%

38億9,050万円 
5億7,812万円 

519万円 
1,015万円 
1,537万円 

50億5,639万円 
1,865万円 
3,580万円 

96億1,017万円 

85.8% 
40.9% 
19.9% 
22.2% 
77.2% 
91.0% 
80.0% 
86.1% 
82.4%

市の財産 

 

 

 

市の借金 

土　地  

建　物  

基　金  

有価証券  

市　債  

一時借入金等  

87万8,889㎡ 

26万7,788㎡ 

62億8,062万円 

3,060万円 

256億7,943万円 

35億2,330万円 

（３月31日現在） 

（企業会計・特別会計を除く） 
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◆
◆ 

報
告
事
項 

◆
◆ 

▽
平
成
17
年
度
岡
谷
市
一
般
会
計
で

庁
舎
改
修
工
事
、
保
育
園
大
規
模

修
繕
工
事
、
東
町
線
整
備
工
事
、

岡
谷
駅
南
土
地
区
画
整
理
事
業
、

小
学
校
耐
震
改
修
工
事
、
市
民
総

合
体
育
館
改
修
工
事
、
河
川
災
害

復
旧
事
業
等
の
経
費
を
平
成
18
年

度
に
繰
り
越
し
た
こ
と
に
つ
い
て
、

報
告
を
受
け
ま
し
た
。 

▽
平
成
17
年
度
岡
谷
市
水
道
事
業
会

計
で
、
小
井
川
浄
水
場
排
泥
処
理

施
設
整
備
事
業
の
経
費
を
、
平
成

18
年
度
に
繰
り
越
し
た
こ
と
に
つ

い
て
、
報
告
を
受
け
ま
し
た
。 
 

◆
◆ 
専
決
処
分 

◆
◆ 

▽
和
解
及
び
損
害
賠
償
の
額
の
決
定 

　
平
成
18
年
１
月
30
日
に
発
生
し
た

公
用
車
の
衝
突
事
故
に
つ
い
て
、

６
０
４
７
１
円
の
損
害
賠
償
額
を

負
担
し
た
こ
と
を
承
認
し
ま
し
た
。 

▽
平
成
18
年
度
岡
谷
市
一
般
会
計
で
、

自
動
車
損
害
共
済
金
等
収
入
で
391

千
円
を
追
加
し
、
総
額
190
億
２
３

３
９
１
千
円
と
し
た
こ
と
を
承
認

し
ま
し
た
。 

 

◆
◆ 

条

　

例 

◆
◆ 

▽
岡
谷
市
職
員
定
数
条
例
を
、
育
児

休
業
を
し
て
い
る
職
員
の
補
充
等

に
対
応
す
べ
く
、
任
期
付
き
職
員

を
採
用
す
る
た
め
、
一
部
改
正
す

る
こ
と
を
決
め
ま
し
た
。 

▽
岡
谷
市
職
員
の
勤
務
時
間
及
び
休

暇
等
に
関
す
る
条
例
を
、
国
家
公

務
員
の
勤
務
時
間
等
の
変
更
に
伴

い
、
一
部
改
正
す
る
こ
と
を
決
め

ま
し
た
。 

▽
議
会
の
議
員
そ
の
他
非
常
勤
の
職

員
の
公
務
災
害
補
償
等
に
関
す
る

条
例
を
、
通
勤
の
範
囲
の
改
定
等

の
た
め
の
国
家
公
務
員
災
害
補
償

法
及
び
地
方
公
務
員
災
害
補
償
法

の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
及
び
障

害
者
自
立
支
援
法
の
公
布
、
施
行

に
伴
い
、
一
部
改
正
す
る
こ
と
を

決
め
ま
し
た
。 

▽
岡
谷
市
商
工
業
振
興
条
例
を
、
会

社
法
の
公
布
、
施
行
に
伴
い
、
一

部
改
正
す
る
こ
と
を
決
め
ま
し
た
。 

▽
岡
谷
市
非
常
勤
消
防
団
員
に
係
る

退
職
報
償
金
の
支
給
に
関
す
る
条

例
及
び
岡
谷
市
消
防
団
員
等
公
務

災
害
補
償
条
例
を
、
消
防
団
員
等

公
務
災
害
補
償
等
責
任
共
済
等
に

関
す
る
法
律
、
非
常
勤
消
防
団
員

等
に
係
る
損
害
補
償
の
基
準
を
定

め
る
法
律
等
の
改
正
に
伴
い
、
一

部
改
正
す
る
こ
と
を
決
め
ま
し
た
。 

 

 

◆
◆ 

そ

の

他 

◆
◆ 

▽
岡
谷
市
天
竜
町
一
丁
目
、
天
竜
町

二
丁
目
、
天
竜
町
三
丁
目
及
び
本

町
一
丁
目
の
町
の
区
域
に
つ
い
て
、

地
方
自
治
法
に
よ
り
、
町
の
区
域

の
変
更
す
る
こ
と
を
決
め
ま
し
た
。 

 

◆
◆ 

補
正
予
算 

◆
◆ 

▽ 

平
成
18
年
度
岡
谷
市
一
般
会
計
で
、

信
州
ル
ネ
ッ
サ
ン
ス
革
命
推
進
事

業
支
援
金
等
５
０
０
万
６
千
円
を

追
加
し
、
総
額
190
億
２
８
３
９
万

７
千
円
と
す
る
こ
と
を
決
め
ま
し

た
。 

 

◆
◆ 

一
般
質
問 

◆
◆ 

▽
15
人
の
議
員
が
ま
ち
づ
く
り
、
福

祉
、
教
育
、
環
境
な
ど
市
政
全
般

に
わ
た
り
活
発
な
議
論
を
交
わ
し

ま
し
た
。 

   

　
市
議
会
の
会
議
録
は
岡
谷
市
議

会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら
ご
覧
い

た
だ
け
ま
す
。
ま
た
、
市
議
会

定
例
会
（
６
月
議
会
）
一
般
質

問
の
録
画
映
像
に
つ
い
て
、
イ

ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
配
信
も
し
て
い

ま
す
。 

市議会定例会を開催 市議会定例会を開催 市議会定例会を開催 

　第5回岡谷市議会定例会が、6月8日（木）から

20日（火）の13日間の会期で開かれました。 

この議会では，一般会計予算などの補正や条例

の改正などが審議され、一般質問も行われました。 

主な内容をお知らせします。 
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　国民年金には、経済的な理由等で保険料を納めることが困難な場合には、申請により保険料の納付が免
除される制度があります。 
　平成18年7月から、より納付しやすい環境とするため、従来からの全額免除と半額免除に「4分の1納付」
と「4分の3納付」の新しい免除段階が加わりました。 
　本人、配偶者、世帯主それぞれの前年所得金額が一定の所得金額以下の場合に該当します。 
　免除および一部納付をご希望の方は市役所１階市民課で申請が必要です。 
　＊申請された方には、後日、社会保険事務所から結果の通知が届きます。 
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国民年金からのお知らせ 

国民年金保険料免除（一部納付）が 
４段階となります 

○免除の対象となる所得金額のめやす　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　）は収入金額 

単身世帯 
２人世帯 
【夫婦のみ】 

４人世帯 
【夫婦・子２人（いずれも 

１６歳未満）】 

全額免除 ５７万円（１２２万円） ９２万円（１５７万円） １６２万円（２５７万円） 

４分の１納付 ９３万円（１５８万円） １４２万円（２２９万円） ２３０万円（３５４万円） 

半額免除 １４１万円（２２７万円） １９５万円（３０４万円） ２８２万円（４２０万円） 

４分の３納付 １８９万円（２９６万円） ２４７万円（３７６万円） ３３５万円（４８６万円） 

＊２人世帯と４人世帯は、夫婦のどちらかのみに所得がある世帯の場合です。 
＊所得は本人だけでなく、配偶者や世帯主も各段階の免除基準に該当していることが必要です。 

○免除の場合の保険料月額と免除された期間の年金額（平成18年度額） 

全額免除 ４分の１納付 半額免除 ４分の３納付 
定額保険料 

(免除ではない方)

収める保険料月額 ０円 ３，４７０円 ６，９３０円 １０，４００円 １３，８６０円 

年金額 ３分の１ ２分の１ ３分の２ ６分の５ １分の１ 

○年金額の計算式 

　　　　　　　　　　保険料を納めた月数＋保険料を免除された月数×各免除の減額割合 
７９２，１００円　×　─────────────────────────────── 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４８０月（４０年×１２月） 

＊免除の一部納付保険料を納めない時は、未納の扱いとなりますのでご注意ください。 

問合せ　　岡谷社会保険事務所　　1２３－３６６１ 

　　　　　または市民課　年金・市民サービス担当（内線１１５７） 


